
令和５年度（２０２３年度）熊本県介護職員確保支援事業補助金 

募集要項 

 

１ 事業の趣旨                              

少子高齢化の進展と生産年齢人口の急減を背景として、介護人材の確保は本

県の喫緊の課題である。その課題解決へ向けた取組みの一環として、これまで

研修や介護アシスタント育成に対して行っていた助成制度の対象を大幅に拡充

し、実際に人材を雇用する側である事業者団体等による主体的な取組みを促進

する。 

 

２ 補助対象となる団体                          

補助対象となる団体は、介護施設、介護サービス事業所を運営する事業者団

体（既存の団体のほか、当該事業のために３法人以上が連携して取組む場合も

対象とする。）、または、介護に関する職能団体、その他介護人材の確保に資す

る関係団体とし、以下の全てを満たすものとする。  

・熊本県内に事務局等を有し、県内で活動していること。  

・事業効果が特定の法人のみに限定されるものではないこと。  

・補助事業を円滑かつ着実に実行できる組織体制を有していること。  

・宗教活動や政治活動を目的とした団体ではないこと。  

・特定の公職者（候補者を含む）又は政党を推薦、支持、反対することを目的

とする団体ではないこと。  

・暴力団又は暴力団員の統制下にある団体ではないこと。  

 

３ 補助対象となる事業                                           

（１） 新たな人材確保の取組み  

  （例）合同就職面談会や学校説明会の実施  

     採用計画策定やオンライン面接などの採用活動支援のためのアドバ

イザー派遣 など  

（２） 介護人材定着の取組み  

  （例）現場業務の体系化・細分化支援  

     介護アシスタント導入支援  

     人事管理・服務管理制度導入支援 など  

（３）人材育成の取組み  

（例）介護職員の資質向上及びキャリアアップ研修  

     介護職員のメンタルケア（心の健康）研修  

     介護職員のケガや病気（職業病）の予防研修  

介護現場のマネジメントを担うリーダー養成研修  

     （施設の種類や職位を区分しない横断的な）介護職員のグループ検

討会 など  

※参加者数は、１回当たり最低１０名以上とし、かつ、２回以上の研修を



実施するものとする。ただし、交付決定後に、天災事変その他不測の事

態に基づく熊本県内の情勢の激変により、２回以上の研修実施が困難と

なった場合は、この限りでない。  

※研修の実施に当たっては、感染防止対策としてインターネットを利用し

たオンライン開催も可とする。  

（４） 地域連携の取組み  

  （例）周辺事業所との業務シェア支援  

     住民ボランティア導入支援  

     地元小中学生の職場体験会  

 

＜補助対象外となる事業＞  

・営利を目的とする事業  

・国、県、市町村から別の補助金等を受けて実施する事業  

 

４ 補助対象軽費                             

（１） 上記３の実施に要する経費（賃金（研修は除く）、報償費、旅費、需用費、

役務費、使用料及び賃借料、委託料）とする。  

科目  適用内容  

賃金  事務員等、雇用契約により雇用する場合の人件費。  

※研修の場合は補助対象外。  

報償費  研修会の外部講師への謝金等  

※申請団体の役員やスタッフ及び有償ボランティアの人件費とし

ての謝金は補助対象外  

旅費  事業に伴う移動等に要する経費（交通機関運賃、宿泊費（講師の

み））  

※イベント、研修等参加者の旅費は補助対象外  

需用費  事業遂行に伴う事務用品等の物品の取得等に要する経費（文具な

どの消耗品費、パンフレットや報告書等の印刷製本費）  

※イベント等参加者への記念品や景品、講師への記念品やおみや

げ代は補助対象外  

役務費  事業遂行上必要なサービス提供の対価として支出する経費（切

手・はがき等の通信運搬費、各種手数料、ボランティア保険料等） 

委託料  事業の一部の委託に要する経費  

使用料及

び賃借料  

事業遂行上必要な施設、物品又は権利の使用に係る経費（高速道

路通行料金、会議室使用料、機材の借上料等）  

＜その他、補助対象外となる経費＞  

・団体の組織や施設の運営に要する経費  

・飲食に要する経費  

・他の団体や個人等への金銭給付  

・その他、知事が不適当と認める経費  



（２）補助事業による収入（参加料等）がある場合は、補助事業の総事業費か

らこれらの収入を控除した額とする。  

（３）事業を実施するにあたり、案内チラシや式次第などの配布資料、作成す

る冊子等において、「令和 5 年度（2023 年度）熊本県介護職員確保支援事

業補助事業」であることを明記すること。  

（４）その他、事業を実施するに当たり、社会通念上適性を欠くと思われる支

出については、対象外とする。  

 

５ 補助対象期間                             

 令和５年（２０２３年）４月１日（土）から令和６年（２０２４年）２月２

９日（木）まで期間に県内で行われる事業に要する経費を対象とする。  

 

６ 補助金額                               

（１）１団体当たりの上限は２，５００千円（３（３）は１，２５０千円以内）

とする。  

（２）申請補助事業の計画に応じ、補助金額を算定する。ただし、算定額に   

１円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。  

（３）複数の団体が連携して補助事業を行う場合は、これを１団体とみなす。  

（４）原則として精算払いとする。ただし、必要と認められる場合は、事業完

了前に概算払いができるものとする（要事前相談）。  

 ※県予算の範囲内で交付する。（補助対象とする団体が多い場合は、交付額が

申請額を下回ることや不採択もありえる。）  

 

７ 申請方法等                                 

（１） 申請書等様式について  

申請書様式は、県ホームページからダウンロードできる。  

http:/www.pref.kumamoto.jp/soshiki/32/178054.html 

（２） 相談・問い合わせ・提出先  

〒862-8570 熊本市中央区水前寺 6 丁目１８番１号  

熊本県健康福祉部  長寿社会局  高齢者支援課  企画班  

電話   096-333-2215（牧嶋・森）  

（３） 申請の方法  

郵送か持参で提出のこと。  

（４） 申請に伴う提出書類※  

 

 

 

①補助金交付申請書（要項別記第１号様式）  

②事業計画書（要領別記第１号様式）  

③収支予算書（要項別記第２号様式）  

※以下、熊本県健康福祉補助金等交付要項（以下「要項」という）、令和５年度（2023

年度）熊本県介護職員確保支援事業補助金交付要領（以下「要領」という）とする。 

http://www.pref.kumamoto.jp/soshiki/32/178054.html


④補助金所要額調書（要領別記第２号様式）  

⑤団体の概要、活動内容が分かる資料等  

⑥（必要に応じて）実施事業の内容等が分かる資料等（実施要項、パンフ  

レット、写真等）  

⑦（必要に応じて）見積書  

（５）募集期間  

   ・公表日～令和５年（２０２３年）７月２８日（金）  

・申請団体が少ない場合には、予算の範囲内で、期間を延長して追加募  

集を行う。  

 

８ 審査方法                               

（１） 審査  

応募要件を満たしているか、また、内容などを県で審査したうえで、予算

の範囲内で補助金の交付対象団体を選考する。  

選考にあたっては、介護人材の確保に繋がる主体的な取組みを後押しする

ため、その取組みを行う団体を優先する。  

なお、事業内容について実施の可能性が低いと認められるものや過年度に

おける事業の進捗状況及び実績等により、採択しない場合がある。  

（２） 交付決定  

審査結果をもとに、予算の範囲内で補助金の交付及びその額又は不交付 

を決定し、８月中旬～下旬に通知する。  

 

９ 補助事業の内容等の変更                        

  交付申請内容に変更（軽微な変更を除く。）がある場合は、次の書類を提出

すること。変更申請書の提出がないまま事業が実施された場合、収支予算書

に基づかない支出については、補助対象外となる場合もある。  

 ①補助金変更申請書（要項別記第４号様式）  

 ②事業変更計画書（要領別記第１号様式を準用する）  

 ③変更後の補助金所要額調書（要領別記第２号様式を準用する）  

 ④変更後の収支予算書（要項別記第２号様式を準用する）  

 ⑤その他必要な書類  

  ※変更申請の提出期限 令和５年（２０２３年）１２月１４日（木）まで 

 

１０ 事業完了後の実績報告                        

  事業完了後は次のとおり、実績報告書を提出する。 

  領収書がないもの、収支予算書に基づかない支出や正当な手順を踏んでい

ない支出については、補助対象外となる場合がある。 

（１） 提出期限 

事業を完了した日から３０日以内、または令和６年３月２９日（金）のい

ずれか早い日まで。  



（２） 提出先  

※申請書提出先に同じ 

（３）提出書類  

   ①補助金実績報告書（要項別記第７号様式）  

   ②事業実績書（要領別記第３号様式）  

   ③補助金精算調書（要領別記第４号様式）  

   ④補助事業の実施状況が分かる書類（写真、研修等の資料等）  

   ⑤事業に伴う支払関係書類（領収書写し、見積書等）  

   ⑤その他補助事業に関する資料  

 

１１ 補助金の交付                              

   補助金の交付（支払い）は口座振替とする。  

   なお、事業の実施に必要な場合は、概算払を行うことができるが、その

場合は、事前相談を行うものとする。  

 

１２ 補助金の返還                            

   事業完了後、実績報告書の内容を確認し、補助金の額を確定する。  

   その結果、既にその額を超える補助金を交付している場合は、補助金の

全部又は一部を返還いただく場合がある。  

 

１３ 情報の公開                            

   この事業の実施にあたっては、実施事業及び補助金交付決定等に関する

透明性を確保するため、加えて、介護人材確保へ向けた取組みを広く発信

するために、次のとおり情報を公開する。  

（１） 情報公開の内容  

補助金交付決定の状況（交付決定となった団体の名称、住所、代表者名、

事業の概要）  

（２） 情報公開の方法  

   県のホームページ等で公開  

 

１４ その他留意事項                            

（１） 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消

費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場合は、速やかに知事に報

告すること。なお、知事に報告があった場合は、当該仕入控除税額の全

部又は一部を県に納付させることがある。  

（２） 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び

支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５

年間保管すること。  

（３） 補助申請団体の構成事項（代表者や住所等）に変更があった場合は、速

やかに県に報告すること。  


